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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款の定めにより、書面交付請求をいただいた株
主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第61期定時株主総会資料
（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

　　書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

会社の新株予約権等に関する事項
業務の適正を確保するための体制及び運用状況

株式会社の支配に関する基本方針
連結株主資本等変動計算書

連結注記表
株主資本等変動計算書

個別注記表

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

株 式 会 社 　 電 　 　 算
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会社の新株予約権等に関する事項

取締役会の決議日
（2016年７月19日）

発行決議日 2016年７月19日

新株予約権の数 60個

新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　6,000株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
新株予約権１個当たり　180,100円
（１株当たり　1,801円）
（なお、割当てを受ける者が当社に対して有する報酬請求権と新株予約
権の払込金額の払込債務とが相殺される）

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり　100円
（１株当たり　   １円）

権利行使期間 2016年８月３日から
2046年８月２日まで

行使の条件 （注）

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員・社外取締役
を 除 く ）

新株予約権の数　　　  50個
目的となる株式数　 5,000株
保有者数　　　　　　　１人

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 を 除 く ）

新株予約権の数　　　  10個
目的となる株式数 　1,000株
保有者数　　　 　　　 １人

会社の新株予約権等に関する事項
⑴ 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2026年３月31日現

在）

（注）１. 新株予約権者は、権利行使期間において、当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員等の地位を喪失した
日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には前営業日）を経過する日までの間に限り、新株予約権を一括
してのみ行使することができるものとする。

２. 新株予約権者は、上記１．の規定にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約又は当社が完全子会社となる株式
交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がな
された場合は、当該承認日の翌日から30日間に限り、新株予約権を行使できるものとする。

３. 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。
４. 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなるとき

は、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
５. 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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会社の新株予約権等に関する事項

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

⑶ その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制及び運用状況

⑴ 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を
確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 当社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制につい

て
ア. 当社は、取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすた
め、「コンプライアンス・ポリシー」を定め、これを取締役及び従業員に周知徹底させます。

イ. 当社のコンプライアンスに関する体制は、管理部門担当取締役をコンプライアンス担当役員と
し、経営企画部をコンプライアンス担当部署とします。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について
ア. 当社は、株主総会議事録、取締役会議事録及び取締役を決裁者とする稟議書などの取締役の職務

執行に係る文書については、法令・社内規程に従い、適切に保存及び管理を行います。
　また、情報の管理については、「情報セキュリティ方針」及び「個人情報保護方針」に従い対
応します。

③ 当社のリスクの管理に関する規程その他の体制について
ア. 当社は、管理部門担当取締役をリスク管理担当役員とし、経営企画部をリスク管理担当部署とし
て、「リスク管理規程」を制定し、リスク管理を実施します。

イ. 当社は、代表取締役社長に直属する部署として、内部監査室を設置し、内部監査を実施します。
内部監査室は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を見直し、必要があれば監査方法の改訂
等を行います。

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について
ア. 当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定及び取締役の業務執行状況の監督等

を行います。また、「取締役会規程」により定められている事項及びその付議事項についてはす
べて取締役会に付議することを遵守します。
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業務の適正を確保するための体制

イ. 業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画及び各年度予算を策定し、全社的
な目標を設定します。各部門においては、その目標達成に向けて具体策を策定・実行します。ま
た、毎月予算実績報告を取締役会に報告し、全社及び各部門の目標の達成状況を検証します。

⑤ 当社及び子会社から成る企業グループにおける業務の適正を確保するための体制について
ア. 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制について
ａ.当社は、管理本部を子会社管理の担当部署とし、「関係会社管理規程」に従い、子会社の事業
が適正に行われているか定期的に報告を求め、子会社の経営内容を把握します。

ｂ.子会社における経営上の重要な案件を、当社への合議・承認が必要となる事項として定め、関
係書類の提出を求めるなど、事前協議の上、意思決定を行います。

ｃ.子会社における業務執行状況及び決算などの財務状況に関する定期的な報告を受け、子会社の
取締役等の職務の執行が効率的に行われているか確認します。

イ. 子会社のリスクの管理に関する規程その他の体制について
ａ.子会社のリスクについては、リスク管理担当部署及び子会社管理担当部署が、当社グループ全
体のリスクの把握と管理を行います。グループ各社は、重大なリスクが発生した場合には、直
ちに当社のリスク管理担当役員及び子会社管理担当部署に報告し、当社は事案に応じた支援を
行います。また、グループ各社は、各社ごとのリスク管理体制を整備します。

ウ. 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について
ａ.子会社管理について、子会社管理担当部署が子会社の指導・育成の基本方針を立案し、事業及
び経営の両面から子会社を指導・育成します。

ｂ.子会社管理担当部署は、子会社に対し、貸借対照表・損益計算書などの経営内容、予算実績対
比等の提出及び報告を定期的に求め、子会社の経営内容を的確に把握します。また、子会社管
理担当部署は、子会社の決算損益等を定期的に当社取締役会に報告します。

エ. 子会社の取締役等及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
について
ａ.当社は「コンプライアンス・ポリシー」を当社グループ全体のコンプライアンス基本方針と
し、コンプライアンスに関する規程及び関連規程に基づき、当社グループ内の子会社における
コンプライアンス推進を支援します。

ｂ.当社取締役及び従業員を必要に応じて出向させるとともに、「関係会社管理規程」に基づき子
会社の業務を所管する部署と連携し、子会社における法令及び定款に適合するための指導・支
援を実施します。
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業務の適正を確保するための体制

ｃ.当社の内部監査室が、「内部監査規程」に基づき法令や定款、社内規程等への適合等の観点か
ら、子会社の監査を実施します。

⑥ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員に関する事項ならびに当該取締役及び従
業員の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項について
ア. 監査等委員会を補助すべき従業員については、管理部門担当取締役が監査等委員会の意見を十分

に検討し、必要に応じて人員を配置します。
イ. 監査等委員会を補助すべき従業員の人事異動については、監査等委員会と管理部門担当取締役が
協議し、決定します。

ウ. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役は置きません。

⑦ 当社の監査等委員会の前号の取締役及び従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項について
ア. 監査等委員会を補助すべき従業員は当社の就業規則に従いますが、当該従業員への指揮命令権は

各監査等委員に属するものとし、異動、処遇、懲戒等の人事事項については監査等委員会と事前
協議のうえ実施します。

⑧ 当社の監査等委員会への報告に関する体制について
ア. 当社の取締役及び従業員が監査等委員会に報告するための体制について
ａ.常勤監査等委員は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、全社幹部会議
などの重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲
覧し、必要に応じて取締役又は従業員にその説明を求めることとします。

ｂ.取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実があることを発見したときは、法令に
従い、直ちに監査等委員会に報告します。

イ. 子会社の取締役、監査役及び従業員又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に
報告するための体制について
ａ.当社の監査等委員である取締役（以下「監査等委員」といいます。）は、重要な意思決定の過
程及び業務の執行状況を把握するため、子会社の主要な稟議書その他業務執行に関する重要な
文書を閲覧し、必要に応じて子会社の取締役、監査役又は従業員にその説明を求めることとし
ます。

ｂ.子会社の取締役、監査役及び従業員又はこれらの者から報告を受けた者が、子会社に著しい損
害を及ぼすおそれがある事実その他重要な事実があることを発見したときは、法令に従い、直
ちに当社の監査等委員会に報告します。
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業務の適正を確保するための体制

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制について
ア. 「内部通報の取扱いに関する規程」において、内部通報に携わる者は通報・相談の受付、事実確

認及び調査等で知り得た秘密事項を漏らすことを禁止しており、漏らした場合には当社又は子会
社の社内規程に従い処分を科します。
　また、いかなる場合においても、通報窓口への通報・相談者に対して、不利益な取扱い（降
格、減給、解雇、派遣労働者の交代、労働者派遣契約の解除等）を禁止しています。

⑩ 当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ず
る費用又は債務の処理に係る方針に関する事項について
ア. 取締役は監査等委員による監査に協力し、監査に要する諸費用については、監査の実効性を担保

するべく予算を措置します。

⑪ その他、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制について
ア. 取締役及び従業員は、監査等委員会の監査に対する理解を深め、監査体制の実効性を高めるた

め、監査等委員会の監査に協力します。
イ. 監査等委員は、代表取締役、会計監査人とそれぞれ随時に意見交換会を開催し、また内部監査室

と連携を図り、効果的な監査業務を遂行します。

⑫ 当社の財務報告の適正性を確保するための体制の整備について
ア. 当社は、金融商品取引法及びその他の法令の定めに従い、財務報告に係る具体的な内部統制の整

備及び運用を定め、財務報告の信頼性及び適正性を確保します。

⑬ 当社及び子会社から成る企業グループにおける反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容に
ついて
ア. 当社グループは、反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係をもちません。また、反社会的

勢力からの不当要求に対しては、組織全体として毅然とした対応をとります。
イ. 当社グループは、反社会的勢力についての理解を深め、関係を排除するための対応及び毅然とし

た対応ができるよう、定期的に社内教育を行います。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針に基づき、内部統制システ
ムの整備及び運用状況について継続的に確認し、取締役会にその内容を報告しております。また、確認
の結果判明した問題につきましては、是正措置を行い、より適切な内部統制システムの運用に努めてお
ります。なお、当事業年度に実施した当社における内部統制システムの主な運用状況は以下のとおりで
あります。
① コンプライアンスに関する取り組み
　労働関係法、労働者派遣法、下請法（2026年1月1日から「中小受託取引適正化法（取適法）」に
名称変更）等業務と関連の深い重要法令の理解と遵守の徹底のため及びインサイダー取引規制の理解
と法令違反防止のため、また、反社会的勢力について関係を排除するための対応理解のために、各種
コンプライアンス研修を全社研修として計画し、実施しました。また、下請法の改正に伴う法律名及
び内容の変更について、社内に周知しました。

② 当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する取り組み
　当社は、情報サービス事業者として取り扱う情報処理施設、情報システム、データ等に関わる情報
セキュリティの維持・管理に必要な基本事項を定め、当社が営む全ての業務に継続的に適用すること
を目的として、「情報セキュリティ管理規程」を制定しております。全部署を対象とした情報セキュ
リティに関しての研修を実施し、システム開発・取得時に限らず、資産の管理、アクセス制御、暗号
化等について、周知徹底しております。

③ リスク管理に関する取り組み
　各部門への調査及びヒアリングを行い、リスクの洗い出しを行いました。そのリスクに基づき、リ
スク管理担当役員、リスク管理事務局、各部門を代表するリスク管理リーダで構成される体制での審
議と各部門への更なるヒアリングを経て、翌年度のリスク管理対応方針を定めております。

④ 内部通報の取り扱いに関する取り組み
　当社は外部機関（経営陣から独立した外部弁護士）を窓口とする、通報窓口を設けております。通
報を受けてからは、通報案件の処理に係るフローチャートに則り適切に処理する手続きを整備してお
ります。また、「内部通報の取扱いに関する規程」を策定しており、公益通報者保護法を踏まえて、
内部通報に関する制度を社内に周知し、運用しております。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

⑤ 監査等委員会監査の実効性を確保するための取り組み
　監査等委員は、他の監査等委員、取締役及び会計監査人とそれぞれ随時に意見交換を実施し、内部
監査室と連携を図り、効果的な監査業務を遂行しました。

⑥ 財務報告の適正性の確保に関する取り組み
　当社では会計監査人が会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を実施しております。会計監査
人とは、定期的な意見交換、情報共有を行っているほか、必要に応じて内部監査結果等を共有してお
ります。また、会社情報の適時開示については、適正かつ迅速な情報開示に対応すべく社内体制の強
化を図っております。
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株式会社の支配に関する基本方針
① 基本方針の内容の概要
　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社
が企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ安定的に確保し、向上させていくことを可
能とする者である必要があると考えております。
　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主の皆様全体
の意思に基づいて行われるべきものと考えております。また、当社株式について大量買付けが行われ
る場合、当該行為が当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益に資するものであれば、これを一概
に否定するものではありません。
　しかしながら、株式の大量買付行為の中には、その目的等から見て企業価値及び株主共同の利益に
対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社
の取締役会や株主が株式の大量買付けの内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替
案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有
利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては
株主共同の利益に資さないものも少なくありません。
　当社株式の大量買付けを行う者が、当社の事業及び財務の内容ならびに当社の企業価値を理解し、
当社の企業価値の源泉を中長期的に確保・向上させることができなければ、当社の企業価値ひいては
株主の皆様の共同の利益が毀損されることになります。また、当社株式の大量買付けを行う提案を受
けた際、株主の皆様が最善の選択を行うためには、大量買付行為が当社の企業価値及び株主の皆様の
共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があり、そのために必要な情報や時間が確保されないまま大
量買付行為が強行される場合には、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益が毀損されることに
なります。
　当社は、そのような当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益に資さない大量買付けを行う者
は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買
付行為に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値及び株主の皆様の共
同の利益を確保する必要があると考えております。

② 会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取り組みの概要
　当社においては、「Reams（リームス）」に代表される当社の技術・知識・ノウハウが最大限活
かされて開発された各種ソフトウェア資産、技術・知識・ノウハウが蓄積された人材、お客様密着型
の企業文化、提携ビジネスパートナーとの協働関係の確立、及び独立系情報サービス企業であること
などが、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益の源泉であると考えております。当社は、これ
らの企業価値の源泉を踏まえ、成長企業としての基盤構築、積極的な人材育成による技術力の向上、
主力製品の研究開発及び設備投資、システム開発の品質・生産性向上といった諸施策を実行していく
ことにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上を図ってまいります。
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　また、当社は、コーポレート・ガバナンスの強化として、現在の取締役13名のうち６名を社外取
締役としており、社外取締役のうち５名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定してお
ります。このような役員体制のもと、毎月定例的に開催する取締役会では、各社外取締役は、取締役
会の重要な意思決定及び業務執行の妥当性・適正性を確保する機能・役割を担うなど、経営の透明性
と健全性の確保及び環境の変化に迅速・適切に対応できる経営機能の強化を図っております。なお、
常勤監査等委員は、取締役会に加え、業務執行に関する重要な会議にも出席し、取締役の職務遂行状
況を監査するとともに、内部監査担当者及び会計監査人と緊密な連携を保ち、情報交換を行い、相互
の連携を深め、監査の有効性を高めております。

③ 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支
配されることを防止するための取り組みの概要
　当社は、2014年10月に導入した「当社株式の大量買付行為への対応策」について、2024年５月
28日開催の取締役会において、これを継続せず、有効期間が満了する2024年６月27日開催の第59期
定時株主総会終結の時をもって廃止することを決議いたしました。なお、新たに当社株式の大量取得
行為を行おうとする者に対しては、株主の皆様が当該取得行為の是非を適切に判断するために必要か
つ十分な情報の提供を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示し、株主の皆様が検討するために
必要な時間及び情報の確保に努めるなど、金融商品取引法、会社法その他関連法令の許容する範囲内
において、適切な措置を講じてまいります。

④ 具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
　②に記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針
の実現に資する特別な取り組みは、②に記載した通り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向
上させるための具体的方策であり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、上記①
に記載した当社の基本方針に沿うものです。
　また、③に記載した取り組みは、新たに当社株式の大量取得行為を行おうとする者に対して必要か
つ十分な情報の提供を求め、株主の皆様が当該取得行為の是非を検討するために必要な時間及び情報
の確保に努めるなど、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、上記①に記載した当
社の基本方針に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。
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連結株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,395,482 1,044,925 9,967,942 △59,922 12,348,428
当連結会計年度変動額
剰余金の配当 △210,553 △210,553
親会社株主に帰属する
当期純利益 4,478,269 4,478,269

自己株式の取得 △808,662 △808,662
自己株式の処分 1,268 26,929 28,198
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額) －

当連結会計年度変動額合計 － 1,268 4,267,715 △781,732 3,487,251
当連結会計年度末残高 1,395,482 1,046,193 14,235,658 △841,654 15,835,679

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 183,825 168,113 351,939 10,806 12,711,173
当連結会計年度変動額
剰余金の配当 △210,553
親会社株主に帰属する
当期純利益 4,478,269

自己株式の取得 △808,662
自己株式の処分 28,198
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額) 69,710 △11,803 57,906 57,906

当連結会計年度変動額合計 69,710 △11,803 57,906 － 3,545,157
当連結会計年度末残高 253,535 156,310 409,845 10,806 16,256,331

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 11 －



2026/05/28 17:10:20 / 25300144_株式会社電算_招集通知

連結注記表

連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１. 連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社
・連結子会社の名称 （株）ティー・エム・アール・システムズ

２. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

３. 会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券………………………原価法を採用しております。
② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等……………………移動平均法による原価法を採用しております。
③ 棚卸資産

・商品…………………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）を採用しております。
なお、一部の商品については、移動平均法による原価法（貸借対照表価額
は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

・原材料及び貯蔵品…………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）を採用しております。

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く） …定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物及び2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備、構築物については定額法）を採用してお
ります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　６年～50年
機械装置及び運搬具　４年～７年
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② 無形固定資産（リース資産を除く）
・市場販売目的のソフトウェア…………見込販売数量に基づく償却額と残存見込販売有効期間（３年）に基づく均等

償却額との、いずれか大きい金額を採用しております。
・自社利用目的のソフトウェア…………利用可能期間（５年～10年）に基づく定額法を採用しております。
・その他の無形固定資産…………………定額法を採用しております。

⑶ 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金………………………………売上債権その他これに準ずる債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金………………………………従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担
すべき額を計上しております。

③ 製品保証引当金…………………………製品の無償保証に係る支出に備えるため、過去の実績を基礎に将来の見込を
加味して、翌連結会計年度の保証期間内の製品保証費用見積額を計上してお
ります。

④ 受注損失引当金…………………………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契
約に係る損失見込額を計上しております。

⑷ 退職給付に係る負債の計上基準
従業員への退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法……数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用…連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に
係る期末自己都合要支給額から中小企業退職金共済制度による給付額を控除
した額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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⑸ 重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①　情報処理・通信サービス

情報処理サービスについては、主に受託計算処理・オンライン処理及びデータ入力業務を行っております。当該サ
ービスは、他の顧客又は別の用途に転用できない資産の創出であり、完了した作業に対する支払を受ける権利を有す
ることから、作業の進捗に伴い履行義務が充足されるものと判断し、発生した原価のうち回収することが見込まれる
部分と同額を収益として認識しております。

通信サービスについては、主にインターネットサービス、データセンターサービスを提供しており、履行義務が時
の経過とともに充足されるため、契約期間に応じて一定の期間にわたり収益を認識しております。

②　ソフトウェア開発・システム提供サービス
ソフトウェア開発・システム提供サービスについては、主にソフトウェアの受託開発、プロダクトソフト（自社開

発のパッケージシステム）提供サービス、ソフトウェアやプロダクトソフトに係る保守サービス等を行っておりま
す。ソフトウェアの受託開発やプロダクトソフトに対する付随ソフト開発は、他の顧客又は別の用途に転用できない
資産の創出であり、完了した作業に対する支払を受ける権利を有することから、作業の進捗に伴い履行義務が充足さ
れるものと判断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の
測定は、契約ごとに、期末日までに発生した原価が、見積り総原価に占める割合に基づいて行っております。進捗度
を合理的に見積ることができない契約については、発生した原価のうち回収することが見込まれる部分と同額を収益
として認識しております。プロダクトソフト提供サービスや保守サービスは、履行義務が時の経過とともに充足され
るため、契約期間に応じて一定の期間にわたり収益を認識しております。

③　システム機器販売等
システム機器販売等については、ソフトウェア開発・システム提供サービスに付随する機器やシステムの販売、帳

票等の用品販売を行っております。機器システム販売は、顧客が検収した時点で履行義務が充足されるため、当該時
点で収益を認識しております。用品販売は、出荷から一定の日数以内に顧客へ到着するものと想定し、みなし納品時
点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
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履行義務の充足に係る進捗度に基づいて認識する収益 311,780千円

④　その他関連サービス
その他関連サービスについては、主にLAN構築等のシステム環境構築サービス、外部委託による機器システム保

守サービスを提供しております。システム環境構築サービスは、他の顧客又は別の用途に転用できない資産の創出で
あり、完了した作業に対する支払を受ける権利を有することから、作業の進捗に伴い履行義務が充足されるものと判
断し、発生した原価のうち回収することが見込まれる部分と同額を収益として認識しております。外部委託による機
器システム保守サービスは、履行義務が時の経過とともに充足されるため、契約期間に応じて一定の期間にわたり収
益を認識しております。

⑹ その他連結計算書類作成のための重要な事項
　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

会計上の見積りに関する注記
受託開発ソフトウェアの収益認識に係る原価総額の見積り及び受注損失引当金
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
受託開発のソフトウェアについて、当連結会計年度末までの履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができ

る場合には、当該進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の算定は、原価総額の見積りに対する当連結会計年度
末までの実際発生原価の割合に基づいて行っております。

また、見積り原価総額が受注金額を上回り、損失の発生が見込まれる場合には、当該損失額を合理的に見積ることが可
能なものについて、損失見込額を受注損失引当金として計上しております。なお、当連結会計年度において、受注損失引
当金の計上はありません。

原価総額の見積りは顧客から要請された仕様に基づき算定しておりますが、当該案件の開発を進める中で仕様変更や予
期せぬ事象の発生により、原価総額の見積りに変更が生じる場合があります。当該見積りの変更による影響は、変更が行
われた連結会計年度において認識するため、翌連結会計年度以降の連結計算書類に影響を与える可能性があります。
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連結注記表

１. 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　6,263,427千円

電算共済会 20,000千円

連結貸借対照表に関する注記

２. 保証債務（金融機関からの借入に対する債務保証）

３. 過年度に取得した固定資産のうち、国庫補助金等による圧縮記帳額は262,636千円であり、連結貸借対照表上はこの圧
縮記帳額を控除しております。

なお、その内訳は建物262,636千円であります。
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連結注記表

普通株式 5,837千株

決議 株式の種類
配当金
の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年５月15日
取締役会 普通株式 116,209 20 2025年３月31日 2025年６月11日

2025年10月31日
取締役会 普通株式 94,344 17 2025年９月30日 2025年12月８日

決議 株式の種類
配当金
の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2026年５月15日
 取締役会 普通株式 682,608 利益剰余金 123 2026年３月31日 2026年６月11日

普通株式 6千株

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

２. 剰余金の配当に関する事項
⑴ 配当金支払額等

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の
種類及び数
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連結注記表

金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は主に
流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、売掛金及びリース投資資産は顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び満期保有目的の債券であり、市場価格の変動リスクに晒
されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
⑶ 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
営業債権については、販売管理規程に従い、業務管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相

手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況などの悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま
す。グループ会社についても、当社の管理体制に準じて、同様の管理を行っております。
②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流
動性のリスクを管理しております。グループ会社についても、当社の管理体制に準じて、同様の管理を行っておりま
す。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価
額が変動することがあります。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) リース投資資産 945,924 915,127 △30,797

(2) 投資有価証券

①満期保有目的の債券 10,000 8,969 △1,030

②その他有価証券 473,275 473,275 －

　資産計 1,429,200 1,397,372 △31,827

(1) リース債務 1,011,252 983,673 △27,578

　負債計 1,011,252 983,673 △27,578

区分 連結貸借対照表
計上額（千円）

非上場株式 202,927

２. 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

市場価格のない株式等は、「その他有価証券」には含まれておりません（（注）２．参照）。

（注）１．現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため、時価が帳
簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２．市場価格のない株式等については、上表には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のと
おりであります。
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１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

リース投資資産 450,211 495,713 － －

投資有価証券

　満期保有目的の債券(地方債) － － 10,000 －

合計 450,211 495,713 10,000 －

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 471,437 276,504 153,691 82,751 26,867 －

合計 471,437 276,504 153,691 82,751 26,867 －

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券 473,275 － － 473,275

資産計 473,275 － － 473,275

３. 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

４. リース債務の決算日後の返済予定額

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して

おります。
レベル１の時価：活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算

定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース投資資産 － 915,127 － 915,127

投資有価証券

　満期保有目的の債券(地方債) － 8,969 － 8,969

資産計 － 924,096 － 924,096

リース債務 － 983,673 － 983,673

負債計 － 983,673 － 983,673

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の
時価に分類しております。一方で、当社が保有している地方債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価
格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
リース投資資産

これらの時価は、一定の期間ごとに分類した債権ごとに、満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現
在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
リース債務

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法によ
り算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結注記表

（単位：千円）

報告セグメント
調整額 連結計算書類

計上額
公共分野 産業分野 計

財又はサービスの種類別
情報処理・通信サービス 2,813,147 1,255,492 4,068,640 － 4,068,640
ソフトウェア開発・システム提供サー
ビス 8,693,093 1,458,401 10,151,495 － 10,151,495

システム機器販売等 5,644,759 1,762,976 7,407,735 － 7,407,735
その他関連サービス 5,219,859 981,136 6,200,996 － 6,200,996
顧客との契約から生じる収益 22,370,860 5,458,006 27,828,867 － 27,828,867

収益認識の時期別 －
一時点で移転される財又はサービス 6,048,003 1,842,950 7,890,954 － 7,890,954
一定の期間にわたり移転される財又は
サービス 16,322,857 3,615,056 19,937,913 － 19,937,913

顧客との契約から生じる収益 22,370,860 5,458,006 27,828,867 － 27,828,867
その他の収益（注） 158,268 118 158,387 － 158,387
外部顧客への売上高 22,529,129 5,458,125 27,987,254 － 27,987,254
セグメント間の内部売上高又は振替高 － 930 930 △930 －

計 22,529,129 5,459,055 27,988,184 △930 27,987,254

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）その他の収益は、顧客との契約から生じる収益の範囲外の転貸リース収益であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「３．会計方針に関する事項　⑸　重要な収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度
契約資産(期首残高) 461,543
契約資産(期末残高) 806,990
契約負債(期首残高) 111,496
契約負債(期末残高) 96,429

（単位：千円）
当連結会計年度

１年以内 13,233,495
１年超２年以内 1,174,431
２年超３年以内 748,591
３年超 832,753
合計 15,989,271

１株当たりの純資産額 2,927円30銭
１株当たりの当期純利益 794円09銭

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末にお
いて存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

⑴ 契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

契約資産は、主にソフトウェアの受託開発等において、進捗度の算定に基づき認識した収益に係る未請求の売掛金に
関するものであります。契約資産は、顧客の検収時に売上債権に振替えられます。契約負債は、主に保守サービスに係
る顧客からの前受金に関連するものであり、収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、71,724千円でありま
す。

⑵ 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書類

株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他
資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
当期首残高 1,395,482 1,044,925 － 1,044,925 87,500 7,060,000 2,703,891 9,851,391
当期変動額
剰余金の配当 △210,553 △210,553
当期純利益 4,428,380 4,428,380
別途積立金の積立 1,700,000 △1,700,000 －
自己株式の取得
自己株式の処分 1,268 1,268
株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

当期変動額合計 － － 1,268 1,268 － 1,700,000 2,517,826 4,217,826
当期末残高 1,395,482 1,044,925 1,268 1,046,193 87,500 8,760,000 5,221,717 14,069,217

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △59,922 12,231,876 183,825 183,825 10,806 12,426,508
当期変動額
剰余金の配当 △210,553 △210,553
当期純利益 4,428,380 4,428,380
別途積立金の積立 － －
自己株式の取得 △808,662 △808,662 △808,662
自己株式の処分 26,929 28,198 28,198
株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

－ 69,710 69,710 69,710

当期変動額合計 △781,732 3,437,362 69,710 69,710 － 3,507,072
当期末残高 △841,654 15,669,239 253,535 253,535 10,806 15,933,580

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項の注記
１. 有価証券の評価基準及び評価方法

⑴ 満期保有目的の債券
　　原価法
⑵ 子会社株式
　　移動平均法による原価法
⑶ その他有価証券

① 市場価格のない株式等以外のもの………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。

② 市場価格のない株式等……………………移動平均法による原価法を採用しております。

２. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
⑴ 商品……………………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）を採用しております。
なお、一部の商品については、移動平均法による原価法（貸借対照表価額
は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

⑵ 原材料及び貯蔵品……………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）を採用しております。

３. 固定資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産（リース資産を除く）………定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物及び2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備、構築物については定額法）を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　６年～50年
機械及び装置　　　　４年～７年
工具、器具及び備品　２年～20年

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く）
① 市場販売目的のソフトウェア……………見込販売数量に基づく償却額と残存見込販売有効期間（３年）に基づく均

等償却額との、いずれか大きい金額を採用しております。
② 自社利用目的のソフトウェア……………利用可能期間（５年～10年）に基づく定額法を採用しております。
③ その他の無形固定資産……………………定額法を採用しております。
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⑶ リース資産……………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

⑷ 長期前払費用…………………………………均等償却を採用しております。

４. 引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金……………………………………売上債権その他これに準ずる債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵ 賞与引当金……………………………………従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担す
べき額を計上しております。

⑶ 製品保証引当金………………………………製品の無償保証に係る支出に備えるため、過去の実績を基礎に将来の見込
を加味して、翌事業年度の保証期間内の製品保証費用見積額を計上してお
ります。

⑷ 受注損失引当金………………………………受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約
に係る損失見込額を計上しております。

⑸ 退職給付引当金………………………………従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分
した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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５. 収益及び費用の計上基準
当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常

の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
(1) 情報処理・通信サービス

情報処理サービスについては、主に受託計算処理・オンライン処理及びデータ入力業務を行っております。当該サー
ビスは、他の顧客又は別の用途に転用できない資産の創出であり、完了した作業に対する支払を受ける権利を有するこ
とから、作業の進捗に伴い履行義務が充足されるものと判断し、発生した原価のうち回収することが見込まれる部分と
同額を収益として認識しております。

通信サービスについては、主にインターネットサービス、データセンターサービスを提供しており、履行義務が時の
経過とともに充足されるため、契約期間に応じて一定の期間にわたり収益を認識しております。

(2) ソフトウェア開発・システム提供サービス
ソフトウェア開発・システム提供サービスについては、主にソフトウェアの受託開発、プロダクトソフト（自社開発

のパッケージシステム）提供サービス、ソフトウェアやプロダクトソフトに係る保守サービス等を行っております。ソ
フトウェアの受託開発やプロダクトソフトに対する付随ソフト開発は、他の顧客又は別の用途に転用できない資産の創
出であり、完了した作業に対する支払を受ける権利を有することから、作業の進捗に伴い履行義務が充足されるものと
判断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、契約
ごとに、期末日までに発生した原価が、見積り総原価に占める割合に基づいて行っております。進捗度を合理的に見積
ることができない契約については、発生した原価のうち回収することが見込まれる部分と同額を収益として認識してお
ります。プロダクトソフト提供サービスや保守サービスは、履行義務が時の経過とともに充足されるため、契約期間に
応じて一定の期間にわたり収益を認識しております。

(3) システム機器販売等
システム機器販売等については、ソフトウェア開発・システム提供サービスに付随する機器やシステムの販売、帳票

等の用品販売を行っております。機器システム販売は、顧客が検収した時点で履行義務が充足されるため、当該時点で
収益を認識しております。用品販売は、出荷から一定の日数以内に顧客へ到着するものと想定し、みなし納品時点で履
行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

(4) その他関連サービス
その他関連サービスについては、主にLAN構築等のシステム環境構築サービス、外部委託による機器システム保守サ

ービスを提供しております。システム環境構築サービスは、他の顧客又は別の用途に転用できない資産の創出であり、
完了した作業に対する支払を受ける権利を有することから、作業の進捗に伴い履行義務が充足されるものと判断し、発
生した原価のうち回収することが見込まれる部分と同額を収益として認識しております。外部委託による機器システム
保守サービスは、履行義務が時の経過とともに充足されるため、契約期間に応じて一定の期間にわたり収益を認識して
おります。

６. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
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履行義務の充足に係る進捗度に基づいて認識する収益 194,792千円

１. 有形固定資産の減価償却累計額 6,249,961千円

短期金銭債権 19,871千円
長期金銭債権 18,909千円
短期金銭債務 184,617千円

電算共済会 20,000千円

営業取引 861,033千円

普通株式 287千株

会計上の見積りに関する注記
受託開発ソフトウェアの収益認識に係る原価総額の見積り及び受注損失引当金
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関

する情報」の内容と同一であります。

貸借対照表に関する注記

２. 関係会社に対する金銭債権・債務

３. 保証債務（金融機関からの借入に対する債務保証）

４. 過年度に取得した固定資産のうち、国庫補助金等による圧縮記帳額は262,636千円であり、貸借対照表上はこの圧縮記
帳額を控除しております。

なお、その内訳は建物262,636千円であります。

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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繰延税金資産
退職給付引当金 390,298千円
賞与引当金 192,992千円
関係会社株式評価損 86,766千円
未払事業税 86,710千円
未払金否認 77,815千円
株式報酬費用 47,502千円
未払社会保険料 28,081千円
減価償却超過額 19,112千円
未払事業所税 6,296千円
投資有価証券評価損 5,055千円
資産除去債務 2,394千円
その他 44,032千円

小計 987,058千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △149,351千円

評価性引当額小計 △149,351千円
繰延税金資産合計 837,707千円
繰延税金負債

投資の資本剰余金払戻 △477千円
その他有価証券評価差額金 △115,530千円

繰延税金負債合計 △116,008千円
繰延税金資産の純額 721,698千円

税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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法定実効税率 30.4％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％
住民税均等割 0.1％
法人税額の特別控除 △1.6％
税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.2％
その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.9％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な
項目別の内訳

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、

2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金

負債については、法定実効税率を30.46%から31.36%に変更し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は12,940千円増加し、法

人税等調整額が12,940千円増加しております。
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⑴ リース投資資産
流動資産 945,924千円

⑵ リース債務
流動負債 449,779千円
固定負債 495,713千円

１株当たり純資産額 2,869円14銭
１株当たり当期純利益 785円25銭

リース取引に関する注記
１. ファイナンス・リース取引
（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引
⑴ リース資産の内容

　有形固定資産…………………………………主として車両(「車両運搬具」）であります。

⑵ リース資産の減価償却の方法…………………重要な会計方針に係る事項「３．固定資産の減価償却の方法 ⑶ リース
資産」に記載のとおりであります。

２. 転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の金額で貸借対照表に計上している額

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　連結計算書類の作成のための基本

となる重要な事項に関する注記等」に同一の記載をしておりますので注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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